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うち地方公共団体
委託費（千円）

実査
準備

実査 審査 集計

6

(甲種港湾)
１７２港

(乙種港湾)
６４２港

(甲種港湾)
毎月及び年
1回
(乙種港湾)
年1回

② 2 1,400 99,722 90,872
○
(県)

一部
(県)

(審査･入力)

一部
(県)

29

(造船)
約1,000工場
(造機)
約700工場

毎月 ④ 0.5 - 4,335 - 郵・オ
一部
(入力)

32 47都道府県 毎月 ①’ 1.5 －

55,434 32,725
○
(県)
(郵・オ)

一部
(入力)

○
(統セ)

71

(車両)
19事業所
(車両部品)
49事業所
(信号保安装置)

22事業所
(索道搬器運行

装置) 3事業所

毎月 ④、⑤ 1 - 747 - 郵・オ

(建設工事施
工統計調査)
約11万業者

毎年 ① －
○
(県)
(郵・オ)

一部
(県、統セ)
(審査)

○
(統セ)

(建設工事受注
動態統計調査)
約12,000業者

毎月
①(大手
のみ⑤) －

一部
(県)
(郵・オ)

一部
(県、統セ)
(審査)

○
(統セ)

国土交通省所管　　指定統計調査一覧

調査対象数 周期
※調査
の流れ

配置
定員
（人）

民間委託を実施している業務
指定
番号

指定統計調査名 調査事項

建築着工統計調査

鉄道車両等生産動態統計調査

港湾調査

90,014

調 査
員 数
（人）

予算額
（千円）

建設工事統計調査

入港船舶や海上出入貨物
等を調査し、港湾の実態を
明らかにし、港湾の開発、
利用及び管理に資するこ
と。

船舶及び舶用機関等の製
造高等を調査し、造船及び
造機の実態を明らかにする
こと。

全国における建築物の建設
の着工動態（戸数、床面
積、工事予定価格等）を明
らかにし、建築及び住宅に
関する基礎資料を得るこ
と。

鉄道車両及び同部品製造
業等の生産高等を調査し、
生産の動態を明らかにする
こと。

造船造機統計調査

80,14184

建設工事の受注高または
完成工事高、建設業者の就
業者数、付加価値額等を調
査し、建設工事及び建設業
の実態を明らかにすること。

2.5

建築物滅失統計調査（届
出統計調査）分含む.

住宅用地完成面積調査
（承認統計調査）含む。
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うち地方公共団体
委託費（千円）

実査
準備

実査 審査 集計
調査対象数 周期

※調査
の流れ

配置
定員
（人）

民間委託を実施している業務
指定
番号

指定統計調査名 調査事項
調 査
員 数
（人）

予算額
（千円）

90

(一般船舶)
約1,000隻
(漁船)
約3,500隻
(特殊船)
約3,000隻

(一般船舶)
年2回

(漁船・特殊船)
年1回

④ 0.5 - 3,651 - 郵・オ
一部
(統セ)
(入力)

○
(統セ)

99

年3ヶ月
32,000両
年9ヶ月
10,000両
(営業乗合)
約2,700事業
所

毎月 ③ 7 1,083 299,360 -
一部
(抽出)

一部
(オ)

一部
(統セ)

(符号付け・
入力)

一部
(統セ)

103

(内航運送業者)

約200業者

(自家用)
約100者

毎月(自家
用は年1回)

④ 1 - 8,099 - 郵・オ
一部
(統セ)
(入力)

○
(統セ)

121
約49万法人
(Ｈ１５調査)

５年

①、⑤
(⑤は
資本
金１億
円以
上法
人)

0.5 －

406,191 10,514

○
一部
(県)
(郵)

○
(民、県)

○
(統セ)

国及び地方公共団体以外
の法人が所有する土地の
所有面積、所有形態、取得
時期、利用現況等の調査に
より、所有及び利用の状況
を明らかにし、全国及び地
域別の土地に関する基礎
資料を得ること。

法人土地基本調査

船員の報酬、雇用等につい
て調査し、その実態を明ら
かにすること。

自動車による貨物輸送又は
旅客輸送等の状況を調査
し、わが国の経済政策、交
通政策及び経済計画、交通
計画を策定するための基礎
資料を作成すること。

内航に従事する船舶による
貨物輸送等の状況を調査
し、わが国の交通政策、経
済政策を策定するための基
礎資料を作成すること。

船員労働統計調査

自動車輸送統計調査

内航船舶輸送統計調査

予算はＨ１５調査分のもので
５ヶ年分を1/5した。附帯調
査の法人建物調査（承認統
計調査）分含む。
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調　査　対　象　（個人、法人、事業所等）

国　　　土　　　交　　　通　　　省

※調査の流れ

法定受託事務

① ③ ④②

都　道　府　県
（担当課等）

地方支分部局
（担当課等）

統　計　調　査　員
（担当課等）

①’

⑤



自動車燃料消費量調査（承認統計）の入札方法等について

１．入札方式
一般競争入札（価格競争）

２．入札参加業者数
○ 調査票等の作成・配布 ８社
○ データ作成 （１０月入札予定）

３．落札結果
○ 調査票等の作成・配布 ㈱御幸印刷 （落札金額：３９０万円（６か月分 ））
○ データ作成 （１０月入札予定）

４．調査の実施業務期間
○ 調査票等の作成・配布 平成１８年８月１０日から平成１９年３月３０日まで
○ データ作成 （１０月入札予定）

５．主な委託業務内容
○ 調査票等の作成・配布
・依頼状作成及び宛名印刷・配布
・調査票作成及び宛名印刷・配布
・督促状作成及び宛名印刷・配布

○ データ作成
・データ入力
・データ精査

（参考）調査の概要

・ 調査期間：営業用貨物車、営業用旅客車、自家用普通自動車は、毎月第２月曜日から
始まる７日間
自家用小型自動車は、毎月１日から２１日まで

・ 調査地域：全国

・ 調査対象：毎月約 両5,000

・ 調査方法：郵送調査法
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自動車燃料消費量調査（概要）

調査のねらい

自動車から排出される温室効果ガス排出量を捉えるための基礎データとなる
自動車の燃料消費量を正確に把握することを目的とする。

調査の概要

○調査期間 ：毎月
営業用貨物車、営業用旅客車、自家用普通自動車は、毎月第
２月曜日から始まる７日間
自家用小型自動車は、毎月１日から２１日まで

○調査の対象：貨物自動車又は旅客自動車のうちから選定する自動車（毎月
約 両）5,000

○調査事項 ：・主な用途
・休車日数（自家用小型自動車を除く）
・調査期間中の燃料消費量
・調査期間中の走行キロ
・調査開始日・終了日（自家用小型自動車に限る）

○調査の方法：郵送調査法
○調査の流れ：

国 調査票等の 自
作成・配布 ［郵送配布］ 動

土 （外部委託） 者
の

交 ［郵送回収］ 使
用

通 データ作成 者

省 （外部委託）

結果の利用

気候変動枠組条約事務局に定期的に提出する温室効果ガス排出量の総量と
その内訳（インベントリ）の数値算出のための基礎資料などとして活用される。



 
 
民間開放等についての検討状況 
 
１．指定統計調査の民間開放に関する取組状況 

 
統計行政の新たな展開方向、国の行政組織等の減量、効率化等に関する

基本的計画等を踏まえ、各統計業務の性格や規模を踏まえた統計事務の効
率化の可能性、申告者の秘密保護等を検討しつつ、実査、審査、集計等で
可能な限り民間委託や独立行政法人 統計センターへの委託を行っている。 
 
２．民間からの意見(要望)に対する考え方について 

 
統計の正確性・信頼性の確保、調査対象である企業等の秘密保護を前提

として、総務省が実施する試験調査等の結果、改定されるガイドライン等
に基づき、所管の統計調査業務の市場化テスト・民間開放の手法の検討を
行っていく。 
 
 
そ の 他 
 
１．指定統計調査の民間開放を進めるに当たっての問題点 
○統計の正確性・信頼性の確保、企業等の秘密保護 
○市場化テスト・民間開放を行うレベル（国・地方公共団体）、内容  等 
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